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ｌ ● ４ ３ 
■ －９１６２０７６ 』●己●●●■●皀５８４４３２５
衛星メディア関連広告費 471 425 419 90.2 98.6 0.8 0.7 0.7 









































































































































































































uili織曇,Ni1I1iiii1i舟豊 010 使用意値一ﾌK厨ﾒﾝﾀﾙﾌﾞﾛｾ ～意ﾙﾀﾙﾌﾟﾛｾｽﾞ ～情一ﾙﾀﾙﾌﾞﾛｾｽ ‐知‐
０２フ e2９ c2８ 611汐|TV6カ月h～0.949 0.465 
Ｌ－ 
▲‐－０ 
















































蕊１１１:iiii識ji露ir1ir広告ｲﾝﾌﾞｯＦ_当期効果一 ﾇﾝﾀﾙﾌﾟﾛｾｽﾞ ﾆ意／ﾇﾝﾀﾙﾌﾟﾛｾｽ ｰ知‐
０２７ e2９ 蕊iii諺i篝iii章 ０２８ 0.333 0.388 0.147、0.060 蕊ﾄﾌﾞｯﾄ 売高而販､477 0.344 ３ 6>5；２９１ -0. 587 









































デ 修正モデル１ 修正モデル２ 修正モデル３
フルパス 店率→単価追加 積→店率削除 最終修正
サンプル数 859 859 859 859 
Ｚ ２ 2211.581 1690.906 1690.927 1481.223 
自由度 209 208 209 205 
ｐ値 0.000 0.000 0.000 0.000 
ＡＩＣ 2495.581 1976.906 1974.927 1773.223 
ＧＦＩ 0.859 0.881 0.881 0.896 
ＡＧＦＩ 0.763 0.800 0.801 0.821 
ＮＦＩ 0.922 0.940 0.940 0.948 
CＦＩ 0.928 0.947 0.947 0.954 













































適雲三言二二二趣 ］ の影響の間 367 ］存，・・②総合 /４２ 
(出所）筆者作成。
従来、販売効果の先行研究において広告出稿量も変数の１つとして扱われてきたが、広
告出稿の影響はかなり小さい、あるいは、ないと主張されてきた（たとえば片平・八木、
1989,杉田・水野・八木、1992，阿部、2003)。しかしながら本研究では、企業のインプッ
トである広告出稿量そのものだけではなく、消費者の広告への反応という媒介変数を仮定
することにより、メンタルプロセス・意から販売高への影響が、直接効果としての販売店
率から販売高への影響と同程度になっていることが確認された。
６．結論と今後の課題
本研究では、インプットとしての広告出稿データ、アウトプットとしての販売データだ
けでなく、広告に対する消費者の認知的反応データを用いて、統合型広告効果測定モデル
を構築し、シャンプーの主要７ブランドのフィールドデータを用いて実証分析を行った。
その結果、広告に対する消費者の認知的反応であるメンタルプロセスを考慮することが重
要であることが確認された。販売データのトラッキングのみならず、消費者の広告への反
応を経時的に測定するというのは、企業にとって時間とコストの観点から負担のかかるこ
とではあるが、ブランド育成という観点から重要な課題であるといえる。したがって、広
告出稿や店頭への配荷といったマーケティング課題の解決に対して、本モデルは貢献でき
るという意味で意義深いと考える。
今後の課題として、
①モデルの適合度の改善
②ブランドごとの分析による実務への適用
③製品カテゴリーの拡張による一般化への試み
④「マーケティングROI」の視点から、製品を取り巻くマーケティング・ミックスの
総合効果の検討
が挙げられる。
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＜論文＞
最初のポイントであるモデルの適合度について、今回の分析ではGFI、AGFIが０．９を
超えず、またＲＭＳＥＡも0.08以下にならなかった。豊田（1998）によれば観測変数を３０
以内に収めない場合、このような問題が生じるとされ、本モデルで扱った観測変数の総数
は２６であるが、比較的多くの変数を扱っており、そうしたことが影響している可能性が否
定できない。また、３つの別々のデータソースを活用して実証を行っており、データ上の
限界も結果に影響しているものと考えられる。現実のデータ整備の問題、限られた資源、
すなわち手元データを用いて､よりよい広告効果測定モデルを構築することが重要であり、
本モデルはその緒として十分の成果を果たしているといえよう。しかしながら、１つ目の
課題はこの点を極力排したモデルを再構築したいということである。TbUis（2004）はシ
ングルソースによる広告効果測定の重要性を主張している。確かにシングルソースであれ
ば、本モデルの適合度も改善されることが予想される。しかしながら、広告出稿、消費者
の広告への反応、販売実績、さらに店頭でのプロモーション（たとえば、値引き率、チラ
シ配布、特別陳列など）までを包含した形で、しかも経時的推移を扱ったデータを揃える
ことは実際にはなかなか困難である。そうした現状を踏まえた上で、よりマーケティング
実務を反映し、実務に貢献できるモデルの構築を行いたいと考える。また、今回の分析は
製品カテゴリー全体についてのみであったが、ブランドごとの分析を行い、個別ブランド
の管理といった視点から実務への適用を図りたい。さらに実証を行った製品カテゴリーも
シャンプーのみであったので、製品カテゴリーを拡張し、広告効果測定の一般化について
も検討したいと考える。昨今、「マーケティングROIの視点」という発想の重要性も叫ば
れている（三谷・大原、2003)。こうした視点から製品を取り巻くマーケティング・ミック
スの総合効果について検討することも重要であろう。
＜付記＞
本研究は２００４年１１月７日、「日本広告学会第３５回全国大会」にて発表した内容を加筆修正
したものである。データをご提供いただいた㈱電通、㈱インテージにこの場をお借りして御礼
申し上げます。
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